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外郭団体への人的関与について

経営評価対象団体２３団体について、平成１７年７月における状況を示して

います。また、平成１６年７月時点との増減を（ ）内に示しています。

○代表者への就任状況

知事が代表者である団体 ６団体 → １団体（▲５団体）

副知事が 〃 １団体 → １団体（増減なし）

部長等が 〃 な し

○常勤役員への就任状況

県を退職した職員 １５団体１４人→１７団体１６人（＋ ２名）

県職員 ３団体 ３人→ ２団体 ２人（▲ １名）

○正規職員への関与の状況

県を退職した職員の在職 ８団体１１人→ ８団体 ９人（▲ ２人）

県職員の派遣 １０団体２８人→ ８団体２３人（▲ ５人）

（代表者除く）○非常勤役員（理事）への関与状況

県を退職した職員の就任 ５団体 ６人→ ３団体 ４人（▲ ２人）

県職員の就任 １２団体２８人→ ８団体１２人（▲１６人）

○非常勤役員（経営委員・評議員）への関与状況

県を退職した職員の就任 ９団体１５人→ ４団体 ５人（▲１０人）

県職員の就任 １８団体５８人→１８団体６０人（＋ ２人）

○非常勤役員（監事）への関与状況

県を退職した職員の就任 ３団体 ３人→ ２団体 ２人（▲ １人）

県職員の就任 １団体 １人→ ０団体 ０人（▲ １人）

○経営委員会への改組・設置

１７団体において評議委員会を経営員会に改組し運営しています。

３団体において、この期間中に理事会への県職員の参画を全廃しました。


